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ナブテスコ株式会社

本内容は、法令および定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社
ウェブサイトに掲載することにより株主の皆さまに提供しています。
本内容は、監査役および会計監査人が監査報告を作成する際に行った監査の
対象に含まれています。
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会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当事業年度末日に当社役員が保有する職務執行の対価として交付した新株予約権(株式報酬
型ストックオプションとしての新株予約権)の状況

①新株予約権の数 259個
②目的となる株式の種類および数 普通株式25,900株(新株予約権1個につき100株)
③新株予約権の区分別合計

発行回次 行使価格 行使期間 区分 保有者数 個数

第3回株式報酬型新株予約権
(2011年度) 1円 2011年8月20日から

2036年8月19日まで 取締役 1名 23個

第4回株式報酬型新株予約権
(2012年度) 1円 2012年8月21日から

2037年8月20日まで 取締役 1名 24個

第5回株式報酬型新株予約権
(2013年度) 1円 2013年8月21日から

2038年8月20日まで 取締役 2名 44個

第6回株式報酬型新株予約権
(2014年度) 1円 2014年8月21日から

2039年8月20日まで 取締役 3名 58個

第8回株式報酬型新株予約権
(2015年度) 1円 2015年8月21日から

2040年8月20日まで 取締役 3名 38個

第9回株式報酬型新株予約権
(2016年度) 1円 2016年5月21日から

2041年5月20日まで 取締役 3名 72個

(注) 1.上記の新株予約権は、長期業績連動株式報酬型ストックオプション報酬枠(2009年6月24日開催の第6回定時株主総会決議)に基
づき発行された新株予約権(以下「長期業績連動株式報酬型ストックオプション」といいます。)です。

2.社外取締役および監査役には新株予約権を交付していません。
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④新株予約権の行使の条件
1)長期業績連動株式報酬型ストックオプションにおける新株予約権者は、当社の取締役およ
び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10日以内(10日目が休日にあたる場
合は翌営業日を最終日とします。)に限り、新株予約権を行使することができるものとし
ます。
2)新株予約権の行使は、割当てを受けた新株予約権の数の全部を一括して行使するものとし
ます。

3)割当てを受けた新株予約権者が死亡した場合、当該新株予約権者の直接の法定相続人のう
ち1名に限り、当該新株予約権者の権利を相続することができるものとします。
4)その他の条件については、新株予約権発行の取締役会決議により、当社と新株予約権者と
の間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによるものとします。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項の状況
該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制

当社が業務の適正を確保するための体制として、取締役会において決議した事項は次のとおり
です。

当社グループの内部統制システム構築の基本方針を次のとおり定める。
内部統制推進の最高責任者はCEOとする。
取締役会は、事業環境や社会的要請の変化、法令の改正、リスクの多様化等に応じて内部統制

システムの整備に関し継続的に検討を重ね、毎年一回その他必要に応じ見直しを行う。

(1)取締役、執行役員および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する
ための体制
①取締役、執行役員および使用人は、「ナブテスコ ウェイ」および「ナブテスコグルー
プ倫理規範」を適正かつ公正な事業活動の拠り所としてこれを遵守する。また、社会
の一員として社会規範・倫理に則した行動を行い、健全な企業文化の維持形成に努め
る。
②取締役(会)および執行役員は、法令、定款、取締役会規則およびグループ責任・権限
規程等に規定される経営上の重要事項について、適切に意思決定を行う。

③業務執行取締役および執行役員は、取締役会の適切な意思決定に基づき、各々委嘱さ
れた職務を執行するとともに、自己の職務の執行の状況を取締役会に報告する。また、
各取締役および各執行役員は、他の取締役または執行役員によるものも含め、職務の
執行について法令および定款への適合性に関し問題が生じた場合は、取締役会および
監査役(会)へ報告する。
④取締役、執行役員および使用人は、意思決定および職務の執行において、本社専門ス
タッフあるいは外部専門家の専門意見を聴取することを徹底することで、判断の合理
性・妥当性、適法性を確保する。

⑤取締役会は、社外取締役、社外監査役による外部からの多面的かつ公正な観点からの
アドバイスを通じて、適正な判断を行う。
⑥当社グループのコンプライアンスを推進するため、取締役会の諮問機関としてコンプ
ライアンス委員会を設置する。同委員会は、コンプライアンスに関する重要事項等の
審議および取締役会への答申を行う。
⑦コンプライアンスの推進においてCEOを補佐するため、コンプライアンスを推進する
部門を設置する。社会情勢および法改正等に則したコンプライアンス体制の見直しと、
取締役、執行役員および使用人に対するコンプライアンス教育を行う。
⑧取締役、執行役員および使用人は、当社グループにおける不正行為の通報義務を有し、
その手段の一つとして企業倫理ホットラインを開設し、運用する。企業倫理ホットラ
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インへ通報をした者は、当該通報をしたことを理由として不利益な取り扱いを受けな
いものとする。
⑨財務報告の適正性を確保するため、財務報告に係る内部統制システムおよびその有効
性を評価する体制を整備・運用する。

(2)取締役および執行役員の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
①取締役および執行役員は、その職務の執行に係る以下の情報(文書および電磁的記録。
以下同じ。)について、法令および社内規程に基づき、それぞれの担当職務に従い適切
に作成および保存・管理を行う。
ⅰ)株主総会議事録およびその関連資料
ⅱ)取締役会議事録およびその関連資料
ⅲ)マネジメント・コミッティ等、取締役または執行役員が主催する重要な会議体の
議事内容の記録および関連資料

ⅳ)取締役会または執行役員が決定者となる決定通知書および付属書類
ⅴ)その他取締役および執行役員の職務の執行に関する重要な書類

②上記①に定める情報の作成および保存・管理における責任者は、それぞれの会議体議
長または別途定められた取締役、決定者または当該職務を執行する取締役もしくは執
行役員とする。
③電磁的記録については、IT技術の高度化に伴う漏洩リスクに対し十分なセキュリティ
体制を整備し、継続的に強化・改善を図る。

(3)損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①損益、資産効率、品質、災害等の状況が取締役会に適正かつタイムリーに報告され、
また当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したとき
は、迅速かつ的確に取締役(会)へ報告される体制を整備し、リスクの早期発見に努め、
損失の極小化を図る。
②当社グループの事業活動に伴う多様なリスクの管理および損失の予防を行うため、リ
スクマネジメント委員会、グループ品質・PL委員会、グループESH委員会などの全社
横断的な組織を設置するとともに、情報セキュリティに関する規程、危機的事故・災
害時の事業継続計画に関する規程その他の社内規程の整備を行う。
③取締役会およびマネジメント・コミッティでの重要な業務執行の審議ならびにグルー
プ責任・権限規程の遵守・徹底を通じて、意思決定の合理性・妥当性、適法性を確保
し、リスクの管理を行う。
④事故、災害および重要な品質問題その他当社グループの業績、財務状況または信用に
重大な悪影響を及ぼすおそれのある事象が発生した時の報告要領を社内規程に定め、
それに基づく有事の際の迅速かつ適切な情報伝達および緊急対応体制を整備する。
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⑤内部監査部門をはじめ本社専門スタッフが、業務上のリスク管理状況を横断的に監査
し、業務改善に関し必要かつ適切な助言を行う。

(4)取締役および執行役員の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①取締役および執行役員の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、必要な
組織を組成し、それぞれの業務分掌を定める。業務執行取締役および執行役員は取締
役会決議により業務を分担し、業務分掌に基づき業務を執行する。
②戦略事業単位としてカンパニーを設置し、各カンパニーはグループ責任・権限規程に
基づき業務を執行し、報告を行う。
③取締役会付議事項のうち業務執行に係るものについては、業務執行上の重要事項を審
議する機関であるマネジメント・コミッティで事前審議を行い、論点を整理した上で
取締役会へ上程することにより、取締役会における意思決定の適正化および効率化を
図る。

(5)当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
①内部統制に係る理念、方針は全てグループ適用とし、グループ全体への浸透と統一化
を図る。
②グループ会社管理規程を制定し子会社の管理区分および管理事項を規定するとともに、
子会社の規模および重要性(当社グループへの影響度合い)および子会社の自主健全性
を勘案し、グループ責任・権限体系を定める。また、子会社における業務上の重要事
項について当社に報告をさせる体制を整備する。
③全部連結を採用し全子会社の業績を当社連結業績に適切に反映させ、かつ管理連結を
採用しカンパニー連結での業績評価を行うことで、子会社の事業運営の適正化、効率
化および財務報告の質的向上を図る。

④子会社の取締役、監査役を当社より派遣し、意思決定および業務の適正化を図るとと
もに、グループ監査役会を通じて、子会社における監査の均質化と充実を図る。

⑤当社の内部監査部門において子会社に対する内部監査を実施し、監査を通じて業務改
善に関し必要かつ適切な助言を行う。
⑥「ナブテスコグループ倫理規範」を子会社に周知徹底するとともに、コンプライアン
スに関する教育や情報共有等を通じ、子会社におけるコンプライアンス体制の整備、
強化を図る。

(6)監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す
る事項
①監査役(会)から監査役を補助すべき使用人の設置の要請があった場合は、監査役(会)と
の事前協議の上、速やかに当該使用人を確保する。
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②監査役を補助すべき使用人を設けた場合、取締役からの独立性を確保するため、当該
使用人の人事異動および人事考課は、監査役(会)との事前合議の上、決定する。

③監査役を補助すべき使用人は、かかる補助業務にあたり監査役(会)の指揮命令に服す
るものとする。

(7)取締役、執行役員および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告
に関する体制
①取締役は、当社または当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実があるこ
とを発見したときは、直ちにその事実を監査役(会)に報告する。
②取締役、執行役員および使用人は、監査役が当社事業の報告を求めた場合または当社
の業務および財産の状況の調査をする場合は、迅速かつ適切に対応する。

③監査役と内部監査部門との連携を強化するため、監査協議会等を通じ、監査に関する
協議、情報・意見交換を行う。また、グループ監査役会において監査役と子会社監査
役との間で監査に関する協議、報告、意見交換を行う。
④内部統制に関連する部門は、内部統制システムの構築および運用の状況(子会社の取締
役、使用人等から当該部門への報告事項を含む)について、定期的に監査役に報告す
る。
⑤監査役会が設置する監査役ホットラインについて取締役、執行役員および使用人に周
知する。
⑥監査役に対し報告(監査役ホットラインへの通報を含む)を行った者は、当該報告をし
たことを理由として不利益な取り扱いを受けないものとする。

(8)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①監査役の職務の執行について生じる費用等を支弁するため、毎年、一定額の予算を設
ける。また、監査役がその職務の執行について当社に対し費用の前払等の請求をした
ときは、当該請求に係る費用等が予算内であるか否かに関わらず、法令に従い、速や
かに当該費用等を処理する。
②マネジメント・コミッティ等の業務執行上の重要な会議への出席および経営情報の閲
覧により、監査役が取締役と同等の情報に基づいた監査および業務執行上の重要事項
における意思決定プロセスをチェックできる体制を確保する。
③監査役(会)は、CEOおよび代表取締役との意見交換会を定期的に開催できる。
④監査役は、執行役員および重要な使用人から職務執行状況を報告させることができる。
⑤監査役が会計監査人および財務経理部門と定期的に意見交換を行い、財務報告の適正
性について確認ができる体制を確保する。

以 上
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連結持分変動計算書(2021年１月１日から2021年12月31日まで)
(単位：百万円)

親会社の所有者に帰属する持分
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

2021年１月１日残高 10,000 14,998 173,988 △2,471
当期利益 64,818
その他の包括利益
当期包括利益合計 64,818
自己株式の取得及び処分等 △4 △19 △20,707
自己株式の消却 △18,394 18,394
連結範囲の変動
配当金 △8,800
その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替 3,199

株式報酬取引 △34
所有者との取引額等合計 － △38 △24,015 △2,313
2021年12月31日残高 10,000 14,961 214,791 △4,784

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資本合計
その他の資本の構成要素

親会社の所有
者に帰属する
持分合計

在外営業
活動体の
換算差額

公正価値の
変動による
評価差額

確定給付
負債(資産)
の純額
の再測定

その他の
資本の
構成要素
合計

2021年１月１日残高 △3,348 4,863 － 1,515 198,031 13,610 211,641
当期利益 64,818 3,075 67,893
その他の包括利益 5,222 268 1,137 6,626 6,626 1,276 7,902
当期包括利益合計 5,222 268 1,137 6,626 71,444 4,351 75,795
自己株式の取得及び処分等 △20,730 △20,730
自己株式の消却 － －
連結範囲の変動 － 51 51
配当金 △8,800 △2,928 △11,728
その他の資本の構成要素
から利益剰余金への振替 △2,062 △1,137 △3,199 － －

株式報酬取引 △34 △34
所有者との取引額等合計 － △2,062 △1,137 △3,199 △29,564 △2,877 △32,441
2021年12月31日残高 1,874 3,069 － 4,942 239,910 15,084 254,995
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連 結 注 記 表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結計算書類の作成基準
当社及び子会社(以下、「当社グループ」という。)の連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定

に基づき、国際会計基準(以下、「IFRS」という。)に準拠して作成しています。
なお、連結計算書類は同項後段の規定に基づき、IFRSで求められる開示項目の一部を省略しています。

２．連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数 ････ 65社

主要会社名 ： ナブコドア㈱、ナブテスコオートモーティブ㈱、ナブテスコサービス㈱、ナブコ
システム㈱、PACRAFT㈱、納博特斯克(中国)精密机器有限公司、江蘇納博特斯
克今創軌道設備有限公司、上海納博特斯克液圧有限公司、上海納博特斯克液圧設
備 商 貿 有 限 公 司、Nabtesco Aerospace Inc.、NABCO Entrances,Inc.、
Gilgen Door Systems AG、Nabtesco Precision Europe GmbH、
Nabtesco Power Control (Thailand) Co.,Ltd.

Nabtesco Aerospace Singapore Pte. Ltd.は、2021年５月４日に清算手続きが完了したこ
とにより消滅しているため、連結の範囲から除外しています。
Engilico Engineering Solutions NV及びその子会社３社は2021年10月８日付にて
PACRAFT Europe GmbHがEngilico Engineering Solutions NVの100％株式を取得したた
め、連結の範囲に含めています。
納博特斯克汽車系統（上海）有限公司は2021年11月８日付にて設立したため、連結の範囲に
含めています。
なお、東洋自動機㈱は2021年４月１日付にてPACRAFT㈱に社名を変更しています。

(2) 持分法を適用した関連会社の数 ････ ８社
主要会社名 ： ＴＭＴマシナリー㈱

2021年１月29日付にて当社は㈱ハーモニック・ドライブ・システムズとの協業関係を解消
し、同社の第１回新株予約権の買取り請求を決議しました。この結果、当社は㈱ハーモニック・
ドライブ・システムズに対する潜在的な議決権を含めた議決権比率が低下し、重要な影響力を喪
失したため、同社を持分法の適用の範囲から除外しています。
Harmonic Drive L.L.C.は2021年２月26日付にてNabtesco USA,Inc.が全出資持分を譲渡し
たため、持分法の適用の範囲から除外しています。
GDS Vostok AGは2021年２月26日付にてGilgen Door Systems AGが株式の40％を取
得したため、持分法の適用の範囲に含めています。
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３．会計方針に関する事項
Ⅰ 重要な資産の評価基準及び評価方法
(1) 棚卸資産

棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い金額で測定しています。棚卸資産の取得
原価は主として総平均法に基づいて算定しており、棚卸資産の取得に係る費用、製造費及び加工費、
並びに当該棚卸資産を現在の場所及び状態とするまでに要したその他の費用が含まれています。
正味実現可能価額は、通常の営業過程における予想販売価額から完成までに要する見積原価及び見
積販売時費用を控除した額です。

(2) 金融商品
① 非デリバティブ金融資産

当社グループは金融資産を、当社グループがその金融商品に関する契約の当事者となった取引
日に当初認識しています。
金融資産は、公正価値により当初測定しています。当初認識後に純損益を通じて公正価値で測

定するものではない金融資産については、その金融資産の取得のために直接要した取引費用を当
初測定金額に含めています。

ａ 償却原価で測定する金融資産
金融資産は、以下の要件を満たす場合に償却原価で測定する金融資産に分類しています。
・契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的とする
事業モデルに基づいて保有されている。
・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッ
シュ・フローが所定の日に生じる。

当初認識後の測定は、実効金利法による償却原価で行っています。
償却原価で測定する金融資産に係る予想信用損失に対する損失評価引当金を認識していま
す。
当社グループは、期末日ごとに、金融資産の信用リスクを期末日現在と当初認識日現在で
比較し、金融資産に係る信用リスクの著しい増加の有無を評価しています。
金融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増加している場合には、当該金融資産
に係る損失評価引当金を全期間の予想信用損失に等しい金額で測定し、著しく増加していな
い場合には、12ヶ月の予想信用損失に等しい金額で測定しています。なお、上記にかかわら
ず、重大な金融要素を含んでいない営業債権及び契約資産については、損失評価引当金を全
期間の予想信用損失に等しい金額で測定しています。金融資産に係る損失評価引当金の繰入
額は、純損益で認識しています。損失評価引当金を減額する事象が発生した場合は、損失評
価引当金の戻入額を純損益で認識しています。
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ｂ その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産
当社グループは、当初認識時に、資本性金融商品のうち売買目的で保有するもの以外のも
のについて、原則としてその公正価値の変動をその他の包括利益に認識することを選択して
います。その他の包括利益を通じて認識することを選択する場合には、その指定を行い、取
消不能なものとして継続的に適用しています。当初認識後の測定は、その他の包括利益を通
じて公正価値で行っています。
当該金融資産を売却する場合には、認識されていた累積利得又は損失は、売却時にその他
の包括利益から利益剰余金に振り替えています。当該金融資産からの配当金については純損
益として認識しています。

C 純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
当社グループは、償却原価で測定する金融資産又はその他の包括利益を通じて公正価値で
測定する金融資産以外の金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類し
ています。当初認識後の測定は、純損益を通じて公正価値で行っています。
当社グループは、キャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅したか、譲渡されたか、
又は実質的に所有に伴うすべてのリスクと経済価値が移転した場合に金融資産の認識を中止
しています。

② 非デリバティブ金融負債
当社グループは、発行する負債証券をその発行日に当初認識しています。その他の金融負債は

すべて、当社グループが当該金融商品の契約の当事者になる取引日に認識しています。
当社グループの非デリバティブ金融負債は社債、借入金等で、すべて償却原価で測定する金融

負債に分類しています。償却原価で測定する金融負債は、公正価値に直接取引費用を加味して当
初測定しています。当初認識後は、実効金利法を用いた償却原価により測定しています。
当社グループは、契約上の義務が免責、取消し又は失効となった場合に金融負債の認識を中止

しています。

③ デリバティブ金融商品
当社グループは、為替及び金利の変動リスクを回避、軽減する目的等でデリバティブ金融商品

を保有しています。
デリバティブは公正価値で当初認識し、関連する取引費用は発生時に純損益として認識してい

ます。当初認識後の測定は、純損益を通じて公正価値で測定しています。
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Ⅱ 有形固定資産、のれん及び無形資産の評価基準、評価方法、及び減価償却又は償却の方法
(1) 有形固定資産

有形固定資産は、原価モデルを適用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除し
た額で測定しています。
取得原価には資産の取得に直接関連する以下の費用が含まれています。
・資産の製造により直接生じる従業員給付及び組立、据付等の費用
・資産の撤去及び除去の義務を負う場合、その解体及び除去費用の見積り
・資産計上された借入費用

有形固定資産は各構成要素の見積耐用年数にわたり、定額法に基づいて減価償却しています。
減価償却費は償却可能価額をもとに算定しています。償却可能価額は、資産の取得価額から残存価
額を差し引いて算出しています。
見積耐用年数は以下のとおりです。
建物及び構築物 ３ ～ 50 年
機械装置及び運搬具 ４ ～ 17 年
工具、器具及び備品 ２ ～ 20 年
減価償却方法、耐用年数及び残存価額は、毎期末日に見直しを行い、必要に応じて改定していま

す。

(2) のれん及び無形資産
① のれん

のれんは、企業結合で移転された対価、被取得企業の非支配持分の金額、及び取得企業が以前
に保有していた被取得企業の資本持分の公正価値の合計が、取得日における識別可能な資産及び
負債の正味価額を上回る場合にその超過額として測定しています。
当初認識後、のれんの取得原価から、減損損失累計額を控除して表示しています。のれんは償

却を行わず、毎年又は減損の兆候が存在する場合にはその都度、減損テストを実施しています。
なお、のれんに関連する減損損失は戻入れません。

② 無形資産
無形資産は、原価モデルを適用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した額

で測定しています。
また、企業結合において、のれんと区分して識別した無形資産は、取得日の公正価値をもって
取得原価として測定しています。
当該資産が使用可能な状態になった日から見積耐用年数にわたり、定額法に基づいて償却して
います。
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償却費は償却可能価額をもとに算定しています。償却可能価額は、資産の取得価額から残存価
額を差し引いて算出しています。
見積耐用年数は以下のとおりです。
ソフトウェア ３ ～ ５ 年
顧客関連資産 ８ 年
技術資産 ７ ～ 20 年
その他 ８ ～ 20 年
償却方法、耐用年数及び残存価額は、毎期末日に見直しを行い、必要に応じて改定していま
す。
なお、耐用年数を確定できない無形資産については、取得原価から減損損失累計額を控除して

表示しています。また、償却は行わず、毎年又は減損の兆候が存在する場合にはその都度、減損
テストを実施しています。

(3) 投資不動産
投資不動産とは、賃料収入又はキャピタル・ゲイン、もしくはその両方を得ることを目的として保

有する不動産です。投資不動産の測定及び減価償却方法は、有形固定資産に準じています。なお、投
資不動産の見積耐用年数は８～40年です。
減価償却方法、耐用年数及び残存価額は、毎期末日に見直しを行い、必要に応じて改定していま
す。

Ⅲ 売買目的で保有する資産
継続的使用ではなく、売却により帳簿価額の回収が見込まれる資産又は処分グループのうち、現状で
直ちに売却することが可能であり、かつ当社グループの経営者が売却を確約し１年以内に売却が完了す
る等、売却の可能性が非常に高い資産を、売却目的で保有する資産に分類しています。

Ⅳ 非金融資産の減損
棚卸資産、繰延税金資産及び退職給付に係る資産を除く、当社グループの非金融資産の帳簿価額は、
期末日ごとに減損の兆候の有無を判断しています。減損の兆候が存在する場合は、当該資産の回収可能
価額を見積っています。
資産又は資金生成単位の回収可能価額は、使用価値と売却費用控除後の公正価値のうちいずれか大き

い金額としています。使用価値の算定において、見積り将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間的価値
及び当該資産に固有のリスクを反映した税引前の割引率を用いて現在価値に割引いています。
減損損失は、資産又は資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を超過する場合に認識します。
のれん以外の資産については、過去に認識した減損損失は、各期末日において、損失の減少又は消滅
を示す兆候の有無を評価しています。回収可能価額の決定に使用した見積りが変化した場合は、減損損
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失を戻入れます。戻入れる金額は、減損損失を認識しなかった場合の減価償却費控除後の帳簿価額を超
えない金額を上限としています。

Ⅴ 重要な引当金の計上基準
引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが、合理的に見積り可能である法的又は推定的債

務を負っており、当該債務を決済するために経済的資源の流出が生じる可能性が高い場合に認識してい
ます。引当金は、貨幣の時間的価値が重要な場合には、見積り将来キャッシュ・フローを貨幣の時間的
価値及び当該負債に特有のリスクを反映した税引前の割引率を用いて現在価値に割り引いています。時
の経過に伴う割引額の割戻しは金融費用として認識しています。
製品保証引当金は、製品の引渡後に発生する補修費用等の支出に備えるため、当該費用の発生額を見

積って計上しています。
受注損失引当金は、受注契約に係る将来損失に備えるため、期末日現在における受注契約に係る損失
見込額を個別に見積って計上しています。

Ⅵ 収益の計上基準
IFRS第15号の適用に伴い、下記の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しています。

ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する

① 一時点で充足される履行義務
当社グループは、産業用ロボット部品、建設機械用機器、鉄道車両用ブレーキ装置・自動扉装
置、航空機部品、自動車用ブレーキ装置・駆動制御装置、舶用制御装置、建物及び一般産業用自
動扉装置、プラットホーム安全設備等の製造販売を主な事業としています。これらの製品の販売
については、多くの場合、製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行
義務が充足されると判断していることから、主として当該製品の引渡時点で収益を認識していま
す。また、収益は、顧客との契約において約束された対価から、値引き、リベート及び返品等を
控除した金額で測定しています。
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② 一定期間にわたり充足される履行義務
当社グループは、次の要件のいずれかに該当する場合は、製品又は役務に対する支配が一定期
間にわたり移転するため、一定期間にわたり履行義務を充足し収益を認識しています。

ａ 顧客が履行によって提供される便益を、履行するにつれて同時に受け取って消費する。
ｂ 履行が、資産を創出するか又は増価させ、顧客が当該資産の創出又は増価について支配す
る。

ｃ 履行が、他に転用できる資産を創出せず、かつ現在までに完了した履行に対する支払を受け
る強制可能な権利を有している。

当社グループにおいて、一定期間にわたり充足される履行義務に関する収益としては、プラッ
トホーム安全設備等の履行義務があります。プラットホーム安全設備等の収益は進捗度を見積り
認識しています。進捗度は、見積原価総額に対する実際原価の割合で算出しています（インプッ
ト法）。

Ⅶ リース
当社グループは、IFRS第16号C3項の実務上の便法を使用し、過去にIAS第17号「リース」（以下、

「IAS第17号」という。）及びIFRIC第４号「契約にリースが含まれているか否かの判断」を適用してオ
ペレーティング・リースに分類した借手としてのリースについて、その判断を引き継いで適用開始日
(2019年１月１日)より使用権資産及びリース負債を認識しています。

① リース負債
リース負債は、リースの開始日より認識し、支払われていないリース料の現在価値で測定して
います。開始日後はリース負債に係る金利やリース料の支払いにより増減します。

② 使用権資産
使用権資産は、リースの開始日よりリース負債の当初測定額に、当初直接コスト、前払リース
料等を調整した取得原価で測定しています。開始日後においては、原価モデルを適用して、減価
償却累計額及び減損損失累計額を控除した額で測定しています。リースの開始日から使用権資産
の耐用年数又はリース期間の終了時のいずれか短い期間にわたり定額法にて償却しています。

なお、過去にIAS第17号を適用してオペレーティング・リースに分類した借手としてのリースについ
ては、IFRS第16号C10項(d)の実務上の便法を使用し、当初直接コストを適用開始日の使用権資産の測
定から除外しています。
また、短期リース及び原資産が少額であるリースについては、認識の免除を適用し、使用権資産及び
リース負債を認識せず、リース期間にわたり定額法により費用として認識しています。
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Ⅷ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) 退職後給付に係る会計処理

当社グループは、従業員の退職後給付制度として、退職一時金及び年金制度を設けています。これ
らの制度は確定拠出制度と確定給付制度に分類されます。

① 確定拠出制度
確定拠出制度の退職後給付に係る費用は、従業員がサービスを提供した期間に、費用として認

識しています。

② 確定給付制度
確定給付制度債務の現在価値及び関連する当期勤務費用並びに過去勤務費用は、予測単位積増

方式を用いて個々の制度ごとに算定しています。割引率は、将来の給付支払までの見込期間を基
に割引期間を設定し、割引期間に対応した期末日時点の優良社債の市場利回りを参照して決定し
ています。確定給付制度に係る負債又は資産は、確定給付制度債務の現在価値から、制度資産の
公正価値を控除して算定しています。確定給付資産又は負債の純額の再測定は、発生した期に一
括してその他の包括利益で認識し、利益剰余金へ振り替えています。

(2) 外貨換算に係る会計処理
① 機能通貨及び表示通貨

当社グループの各会社の財務諸表は、その企業が事業活動を行う主たる経済環境の通貨である
機能通貨で作成しています。当社グループの連結計算書類は、当社の機能通貨である日本円を表
示通貨としています。

② 外貨建取引
外貨建取引は、取引日における為替レートで機能通貨に換算しています。期末日における外貨
建貨幣性資産及び負債は、期末日の為替レートで機能通貨に換算しています。
取得原価で測定する外貨建非貨幣性資産及び負債は、取引日の為替レートで機能通貨に換算し

ています。
公正価値で測定する外貨建非貨幣性資産及び負債は、当該公正価値の測定日における為替レー

トで機能通貨に換算しています。換算によって発生した為替差額は、純損益として認識していま
す。ただし、公正価値で測定しその変動をその他の包括利益として認識する金融商品の換算によ
り発生した差額については、その他の包括利益に計上しています。
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③ 在外営業活動体
在外営業活動体の資産及び負債は、期末日の為替レートで日本円に換算しています。在外営業
活動体の収益及び費用は、為替レートが著しく変動している場合を除き、平均為替レートを用い
て日本円に換算しています。
在外営業活動体の財務諸表の換算から生じる換算差額はその他の包括利益で認識し、その他の
資本の構成要素に含めて計上しています。また、在外営業活動体が処分される場合には、換算差
額を純損益に振り替えています。

(3) 消費税等の会計処理
税抜方式によっています。

４．重要な会計上の見積り
非金融資産の減損
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産 89,020百万円
無形資産 4,251百万円
使用権資産 8,877百万円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループでは、有形固定資産、無形資産及び使用権資産について「３．会計方針に関する事
項」に従って減損テストを実施しています。減損テストにおける回収可能価額の算定において、将来
のキャッシュ・フロー、割引率等について仮定を設定しています。これらの仮定による見積りは、経
営環境や事業の状況の著しい変化等により重要な影響を受ける可能性があり、事業の収益性が低下
し、十分なキャッシュ・フローを創出できないと判断される場合、翌連結会計年度の連結計算書類に
おいて減損損失を計上する可能性があります。新型コロナウイルスの影響につきましては、現時点で
は、新型コロナウイルスの感染拡大の収束時期は不透明な状況にありますが、2022年度以降緩やか
に回復に向かうものと仮定しています。

連結財政状態計算書に関する注記

１．資産から直接控除した損失評価引当金
営業債権 490百万円
その他の金融資産 65

２．有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 127,636百万円

３．投資不動産の減価償却累計額及び減損損失累計額 2,653百万円
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連結損益計算書に関する注記

１．金融収益の内訳
(単位：百万円)

金額

受取利息 286

受取配当金 242

投資有価証券評価益 19

投資有価証券売却益 143

ゴルフ会員権評価益 8

デリバティブ評価益 4

持分法適用除外に伴う評価益 (注) 125,107

為替差益 1,168

合計 126,977
(注) ハーモニック社株式を持分法適用会社より除外した日の株価の終値（公正価値）で測定したこと

による評価益です。

２．金融費用の内訳
(単位：百万円)

金額

支払利息 168

デリバティブ評価損 (注)１ 2,546

投資有価証券評価損 (注)２ 54,412

合計 57,126
(注)１ ハーモニック社新株予約権の買取りを引受時の払込価額にて行使したことに伴い、過年度にて計

上した新株予約権の評価益を取り崩したことによる評価損です。
２ 当連結会計年度末において、ハーモニック社株式を期末日の株価の終値（公正価値）に基づき再
測定したことによる評価損です。
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連結持分変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数
普通株式 121,064,099株

２．配当に関する事項
(1) 配当金支払額

株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2021年３月23日 普通株式 4,228 34 2020年12月31日 2021年３月24日定時株主総会
2021年７月30日 普通株式 4,572 38 2021年６月30日 2021年８月31日取 締 役 会
(注) 2021年３月23日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託(BBT)に係るみずほ信託銀

行株式会社の信託口(再信託受託者：株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口))が保有する当社株式に対
する配当金７百万円を含んでいます。

(注) 2021年７月30日取締役会決議による配当金の総額には、株式給付信託(BBT)に係るみずほ信託銀行株
式会社の信託口(再信託受託者：株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口))が保有する当社株式に対する
配当金13百万円を含んでいます。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

株式の種類 配当の原資 配当金の総額(百万円)
１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2022年３月24日 普通株式 利益剰余金 4,692 39 2021年12月31日 2022年３月25日定時株主総会
(注) 2022年３月24日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託(BBT)に係るみずほ信託銀

行株式会社の信託口(再信託受託者：株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口))が保有する当社株式に対
する配当金13百万円を含んでいます。

３．当連結会計年度末新株予約権の目的となる株式の種類及び数
(権利行使期間の初日が到来していないものを除く。)
普通株式 32,300株
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金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項
当社グループは、事業活動に伴う財務上のリスク(信用リスク、流動性リスク、市場リスク)を回避又は低
減するために、以下のとおり、財務上のリスクを管理しています。

(1) 信用リスク管理
信用リスクは、取引先の債務不履行により、当社グループが財務上の損失を被るリスクです。
現金及び現金同等物、及びその他の金融資産(流動)に含まれている３ヶ月超の定期預金については、
当社グループは信用力の高い金融機関のみと取引を行っているため、信用リスクは限定的であると判断
しています。
営業債権、契約資産及びその他の債権は取引先の信用リスクに晒されています。営業債権である受取
手形及び売掛金については、当社グループは与信管理規程に基づき、取引先に対して与信限度額を設定
し管理しています。与信限度額については、新規取引先については取引開始時、既存の取引先について
は定期的に信用状況を確認し、社内での審議・承認手続きを経て設定しています。信用状況がおもわし
くない取引先に対しては、必要に応じて保証金や担保を取得する等の措置を講じています。これらの信
用管理実務から入手される取引先等の取引状況や財務情報のほか、企業倒産数等マクロ経済状況の動向
も勘案し、予想信用損失の認識や測定を行っています。その他の債権である未収入金については、取引
先の信用リスクに晒されていますが、そのほとんどは短期間内で決済が予定されているものであり、信
用リスクは限定的であると判断しています。
当社グループでは営業債権、契約資産及びその他の債権等に区分して、損失評価引当金の金額を算定
しています。
営業債権及び契約資産については、常に全期間の予想信用損失と同額で損失評価引当金を計上してい
ます。営業債権及び契約資産以外のその他の債権等については、原則として12ヶ月の予想信用損失と同
額で損失評価引当金を計上していますが、信用リスクが著しく増加している場合は全期間の予想信用損
失を個別に見積もって当該金融商品に係る損失評価引当金を計上しています。信用リスクが著しく増加
しているか否かは、金融資産が当初認識以降に債務不履行となるリスクの変化の有無に基づいて判断し
ています。債務不履行となるリスクの変化の有無を評価するにあたっては、以下を考慮しています。
・取引先の業績の悪化等による財政困難
・債権の著しい回収遅延
・外部信用機関による格付の著しい引下げ
いずれの金融資産においても、その全部又は一部について回収ができない、又は回収が極めて困難で
あると判断された場合には債務不履行と判断し、信用減損金融資産として取り扱っています。
当社グループの信用リスクに対する最大エクスポージャーは、連結財政状態計算書に表示されている
金融資産の帳簿価額になります。また、当社グループに、特定の取引先に対する過度に集中した信用リ
スクのエクスポージャーはありません。
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(2) 流動性リスク管理
流動性リスクは、当社グループが期限の到来した金融負債を決済するにあたり、その支払を実行でき
なくなるリスクです。
当社グループは、各部署からの報告に基づき、経理部が適時に資金計画を作成・更新し、手許流動性
の状況を把握したうえで、高水準の手許資金を確保することにより、資金調達に係る流動性リスクを管
理しています。また、一部地域では各地域統括会社等にて当該地域に所在するグループ資金を集中的か
つ効率的に管理するキャッシュマネジメントシステムを導入しており、流動性リスクの低減に努めてい
ます。

(3) 市場リスク管理
① 為替リスク

当社グループは、グローバルに事業展開を行っており、当社グループが製造した製品等を海外に
て販売しています。このため、当社グループは機能通貨以外の通貨で行った取引から生じる外貨建
営業債権債務等を報告期間末日の為替レートを用いて、機能通貨に換算替えすることに伴う、為替
相場の変動リスク(以下、「為替リスク」という。)に晒されています。
当社グループでは、外貨建営業債権債務等について、為替リスクに晒されていますが、通貨別月

別に残高を把握し、原則としてこれをネットしたポジションについて先物為替予約及び通貨スワッ
プ契約等を利用することで、当該リスクをヘッジしています。そのため、当社グループにおける為
替リスクに対するエクスポージャーは限定的であると判断しています。

② 金利リスク
金利リスクは、市場金利の変動により、金融商品の公正価値もしくは金融商品から生じる将来キ
ャッシュ・フローが変動するリスクとして定義されています。当社グループの有利子負債の一部は
変動金利の借入金であり、その利息の金額は市場金利の変動に影響を受けるため、利息の将来キャ
ッシュ・フローが変動する金利リスクに晒されています。
当社グループは、変動金利の借入金を超える額の余剰資金を短期的な預金等で運用しており、将

来、金融市場環境の変化により金利が上昇した場合、当該余剰資金を返済原資として有利子負債を
圧縮する方法及び金利スワップ契約等を利用することにより、将来発生する資金調達コストを抑え
ることが可能です。
したがって、当社グループにとって、期末日時点の金利リスクは重要ではないと考えています。
当社グループにおける金利リスクに対するエクスポージャーは限定的であると判断しています。

③ 価格リスク
当社グループは、主に資本性金融商品(株式)から生じる市場価格の変動リスクに晒されています。
当社グループが保有する資本性金融商品は、主に株式で定期的に公正価値や発行体(取引先企業)の財
務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を見直しています。
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２．金融商品の公正価値等に関する事項
当連結会計年度末における金融資産及び金融負債の連結財政状態計算書上の帳簿価額と公正価値は、以下

のとおりです。
(単位：百万円)

帳簿価額 公正価値
金融資産
償却原価で測定する金融資産
その他の金融資産 (注)１ 10,139 10,132
償却原価で測定する金融資産合計 10,139 10,132
純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
ゴルフ会員権 134 134
デリバティブ金融資産 165 165
投資有価証券 (注)２ 89,057 89,057
純損益を通じて公正価値で測定する金融資産合計 89,355 89,355
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産
投資有価証券 6,705 6,705
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産合計 6,705 6,705
金融資産合計 106,199 106,192
金融負債
償却原価で測定する金融負債
借入金 17,587 17,587
その他の金融負債 (注)１ 77,862 77,772
償却原価で測定する金融負債合計 95,449 95,359
純損益を通じて公正価値で測定する金融負債
デリバティブ金融負債 16 16
純損益を通じて公正価値で測定する金融負債合計 16 16
金融負債合計 95,466 95,376

(注)１ 当連結会計年度末において、ハーモニック社株式の一部売却に関連して、前連結会計年度末よりその他
の金融資産が6,499百万円、その他の金融負債が77,862百万円増加しています。

２ 純損益を通じて公正価値で測定する金融資産(投資有価証券)には、売却目的で保有する資産が含まれて
います。

なお、当初認識時に、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産及び金融負債として指定する取消不能
な選択を行った金融資産及び金融負債は保有していません。償却原価で測定する金融商品である現金及び現
金同等物、営業債権、契約資産、その他の債権、営業債務、及びその他の債務については、短期間で決済さ
れることから帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっているため、上表には含めていません。
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公正価値の測定方法
(1) 償却原価で測定する金融資産

その他の金融資産
その他の金融資産の公正価値については、主に、一定の期間ごとに区分して、信用リスクを加
味した利率で割り引いた現在価値に基づいて評価しています。

(2) 純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
① ゴルフ会員権

ゴルフ会員権の公正価値については、相場価格等に基づいて評価しています。なお、ゴルフ
会員権は、連結財政状態計算書における「その他の金融資産」に含まれています。

② デリバティブ金融資産
通貨スワップ契約及び金利スワップ契約の公正価値については、取引先金融機関等より提示
された価格に基づき算定しています。なお、デリバティブ金融資産は、連結財政状態計算書に
おける「その他の金融資産」に含まれています。

③ 投資有価証券
主に売買目的で保有する株式で構成される資本性金融商品であり、上場株式については取引
所の市場価格を用いて算定しています。このため、投資有価証券の公正価値は市場価格の変動
リスクに晒されています。なお、投資有価証券は、連結財政状態計算書における「売却目的で
保有する資産」、及び「その他の金融資産」に含まれています。

(3) その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産
投資有価証券
主に売買目的以外で保有する株式で構成される資本性金融商品であり、上場株式については取
引所の市場価格、非上場株式については類似会社の市場価格に基づく評価技法及び純資産価値に
基づく評価技法等を用いて算定しています。なお、投資有価証券は、連結財政状態計算書におけ
る「その他の金融資産」に含まれています。

(4) 償却原価で測定する金融負債
① 借入金

借入金の公正価値については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定さ
れる利率で割り引いた現在価値により算定しています。

② その他の金融負債
その他の金融負債は、当社グループが新規に同様の条件で借入を行う場合の利子率を使用し
た割引キャッシュ・フロー法により算定しています。
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(5) 純損益を通じて公正価値で測定する金融負債
デリバティブ金融負債
為替予約の公正価値については、先物為替相場等に基づき算定しています。なお、デリバティ
ブ金融負債は、連結財政状態計算書における「その他の金融負債」に含まれています。通貨スワ
ップ契約及び金利スワップ契約の公正価値については、取引先金融機関等より提示された価格に
基づき算定しています。なお、デリバティブ金融負債は、連結財政状態計算書における「その他
の金融負債」に含まれています。

投資不動産に関する注記

１．投資不動産の状況に関する事項
当社グループは、愛媛県において賃貸用の土地等を有しています。

２．投資不動産の公正価値等に関する事項
当連結会計年度末における投資不動産の連結財政状態計算書上の帳簿価額と公正価値は、以下のとおりで
す。

（単位：百万円）

帳簿価額 当連結会計年度末の公正価値

2,162 1,169

(注) 投資不動産の公正価値は、主として独立した不動産鑑定の専門家による評価額に基づいており、観
察可能な類似資産の市場取引価格等に基づいています。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり親会社所有者帰属持分 1,999円10銭
基本的１株当たり当期利益 534円67銭

その他の注記
記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しています。
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株主資本等変動計算書(2021年１月１日から2021年12月31日まで)
(単位：百万円)

株 主 資 本

資本金 資本剰余金
資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 10,000 26,274 4 26,278
当期変動額
剰余金の配当
資産圧縮積立金の取崩
当期純利益
自己株式の取得
自己株式の処分 △4 △4
自己株式の消却
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)
当期変動額合計 － － △4 △4
当期末残高 10,000 26,274 － 26,274

株 主 資 本
利益剰余金

自己株式 株主資本合計利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金合計資産圧縮積立金 繰越利益剰余金
当期首残高 1,077 204 82,582 83,863 △2,471 117,670
当期変動額
剰余金の配当 △8,800 △8,800 △8,800
資産圧縮積立金の取崩 △3 3 － －
当期純利益 51,529 51,529 51,529
自己株式の取得 △20,910 △20,910
自己株式の処分 △19 △19 283 260
自己株式の消却 △18,314 △18,314 18,314 －
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)
当期変動額合計 － △3 24,399 24,396 △2,313 22,079
当期末残高 1,077 201 106,981 108,259 △4,784 139,749
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(単位：百万円)
評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

当期首残高 952 952 134 118,755
当期変動額
剰余金の配当 △8,800
資産圧縮積立金の取崩 －
当期純利益 51,529
自己株式の取得 △20,910
自己株式の処分 260
自己株式の消却 －
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) 29,602 29,602 △61 29,540

当期変動額合計 29,602 29,602 △61 51,620
当期末残高 30,554 30,554 72 170,375
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券

満期保有目的の債券
償却原価法(定額法)

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

その他有価証券
時価のあるもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの
移動平均法による原価法

(2) デリバティブ
時価法

(3) たな卸資産
評価基準
原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

評価方法
① 商品及び製品・仕掛品

主として総平均法(一部は個別法)
② 原材料及び貯蔵品

主として総平均法(一部は移動平均法)
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２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しています。
なお、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間均等償却を行ってい
ます。
また、2007年３月31日以前に取得した有形固定資産については、償却可能限度額まで償却が終了した
翌事業年度から５年間で均等償却を行っています。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)
定額法を採用しています。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によって

います。

(3) リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。

３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しています。
① 一般債権

貸倒実績率法

② 貸倒懸念債権及び破産更生債権等
財務内容評価法

(2) 製品保証引当金
製品の引渡後に発生する補修費用等の支出に備えるため、当該費用の発生額を個別に見積って計上して

います。

(3) 受注損失引当金
受注契約に係る将来損失に備えるため、期末日現在における受注契約に係る損失見込額を個別に見積っ
て計上しています。
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(4) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末
に発生していると認められる額を計上しています。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっています。
過去勤務費用は、発生時に一括費用処理しています。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)
による定率法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしています。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の
方法と異なっています。

(2) 消費税等の会計処理
税抜方式によっています。

５．表示方法の変更
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更）
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度の

期末から適用し、個別注記表に（重要な会計上の見積り）を記載しています。

６．重要な会計上の見積り
固定資産の減損
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産 61,567百万円
無形固定資産 3,225百万円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社の固定資産の帳簿価額は、期末日ごとに減損の兆候の有無を判断しています。減損の兆候が存

在する場合は、資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額とこれらの
帳簿価額を比較し、減損損失の認識の要否を判定しています。判定の結果、減損損失の認識が必要と
された場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、帳簿価額の減少額は、減損損失として認識してい
ます。
当該判定に用いられる回収可能価額の算定において、将来のキャッシュ・フロー、割引率等につい
て仮定を設定しています。これらの仮定による見積りは、経営環境や事業の状況の著しい変化等によ
り重要な影響を受ける可能性があり、事業の収益性が低下し、十分なキャッシュ・フローを創出でき
ないと判断される場合、翌事業年度の計算書類において減損損失を計上する可能性があります。新型
コロナウイルスの影響につきましては、現時点では、新型コロナウイルスの感染拡大の収束時期は不
透明な状況にありますが、2022年度以降緩やかに回復に向かうものと仮定しています。
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貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額
84,925百万円

２．保証債務
関係会社の金融機関からの借入金等に対する債務保証
ナブテスコオートモーティブ㈱ 61百万円 ( 533 千米ドル )
Nabtesco Oclap S.r.l. 402 ( 3,081 千ユーロ )
OVALO GmbH 1,762 ( 13,500 千ユーロ )
シーメット㈱ 29
合計 2,254

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 22,235百万円
長期金銭債権 2,477
短期金銭債務 18,064

損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高
(1) 営業取引による取引高

売上高 48,209百万円
仕入高 11,893

(2) 営業取引以外の取引高
受取配当金 8,004百万円
受取賃貸料 166

２．投資有価証券売却益
投資有価証券売却益は、㈱ハーモニック・ドライブ・システムズの株式を一部売却したこと等によるも
のです。

３．デリバティブ評価損
デリバティブ評価損は、当社から証券会社への㈱ハーモニック・ドライブ・システムズの株式の一部売
却に関連して、売却価額と売却先である証券会社による売却期間中の各日におけるVWAP（売買高加重平
均価格）の平均値との差額を調整するデリバティブ取引に係る評価損です。
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株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 1,091,211株

税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
退職給付引当金 2,032百万円
未払金 1,061
たな卸資産評価損 73
未払賞与 419
製品保証引当金 165
関係会社株式評価損 94
組織再編に伴う関係会社株式 439
関係会社出資金評価損 4,749
ゴルフ会員権評価損 11
貸倒引当金 20
その他 605
繰延税金資産小計 9,669
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △5,317
評価性引当額小計 △5,317
繰延税金資産合計 4,352
繰延税金負債
資産圧縮積立金 969
その他有価証券評価差額金 13,718
繰延税金負債合計 14,687
繰延税金資産の純額 △10,335
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関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等
(単位：百万円)

属 性 会社等の
名称 事業区分

議決権等の
所有
(被所有)
割合(％)

関係内容
取引の
内容 取引金額 科 目 期末残高役員の

兼任等
事業上の
関係

子会社 ナブテスコ
サービス㈱

トランス
ポート 100.0 無 製品の

販売等
資金の
貸借 36,346

立替金
預り金

215
6,663

子会社 ナブテスコ
オートモーティブ㈱

トランス
ポート 100.0 有 ― 資金の

貸借 28,501
立替金
預り金

1,347
1,536

子会社 PACRAFT㈱ その他 100.0 有 ― 資金の
貸借 51,843

立替金
預り金

3,126
6,565

子会社 ティーエス
プレシジョン㈱ その他 100.0 有 製品の

販売等
資金の
貸借 4,350 立替金

預り金
302
649

子会社 ナブコシステム㈱ アクセシ
ビリティ 85.9 有 製品の

販売等
製品の
販売 5,637 売掛金 2,257

子会社 ㈱テイ・エス・
メカテック

コンポー
ネント 100.0 無 製品の

販売等
資金の
貸借 3,413 預り金 516

子会社 ㈱ナブテック トランス
ポート 100.0 無

機械装置
の製品設
計等

資金の
貸借 3,501 預り金 301

(注) １ 製品の販売取引については、市場価格等を勘案し決定しています。
２ 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。
３ ナブテスコサービス㈱、ナブテスコオートモーティブ㈱、PACRAFT㈱、ティーエス プレシジョ

ン㈱、㈱テイ・エス・メカテック及び㈱ナブテックからの資金の預り及び貸付に付される利息につ
いては、市場金利を勘案して合理的に決定しています。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,419円51銭
１株当たり当期純利益 425円06銭

その他の注記
記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しています。
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